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 本研究では交通事故の削減に向け，注意の持つ機能に着目し，各機能と運転挙動との関連性を分析し

た．ドライビング・シミュレータを用いた室内走行実験から車両・運転者挙動に関するデータを収集し，

走行後に行った注意検査から注意に関するデータを収集した．得られたデータを用い相関分析を行った

結果，一定時間集中して作業を継続する機能が低いほど走行位置を維持できないという関連性を得た．

また不要な刺激を抑制し本来の標的に意識を向ける機能が低いほど標識の視認が遅れるという関連性

を得た．さらに複数の作業を同時に実施する機能が低いほど前方注視率が低くなるという関連性を得た．

上記の結果に加え，各機能が相対的に低い被験者が一定割合存在することを踏まえ，標識・情報板のデ

ザインおよび配置を見直す必要性を示唆した． 
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１．はじめに 
 令和5年版交通安全白書 1)によれば，「法令違反別（第

1当事者）交通死亡事故発生件数（令和 4年）」において，

交通死亡事故は総計2550 件であり，そのうち漫然運転が

336 件，脇見運転が 233 件，安全不確認が 257 件を占め

ている．これらの漫然運転，脇見運転，安全不確認は不

注意が原因とされており 2)，事故発生件数を合計すると

交通死亡事故の約32%を占めていることがわかる．ここ

で，漫然運転は「考え事や会話などによる意識の低下に

よる危険発見の遅れ 3)」，脇見運転は「注意すべき対象以

外を注視していたことによる発見の遅れ 3)」，安全不確認

は「危険がないと判断して必要な安全確認をしなかった

ことや不十分だったことによる発見の遅れ 3)」とそれぞ

れ定義されている．つまり，漫然運転，脇見運転，安全

不確認には発生過程に違いがあると考えられるにも関わ

らず，いずれも原因は「不注意」と表現されており，こ

のままでは，具体的な広報，アドバイスには繋がりにく

いと考える．したがって，運転者の注意の実態について

理解を深め，その上で注意と運転行動との関連性を把握

することが交通事故の削減に寄与すると考えられる． 
注意とは，認知機能の幅広い領域を含むため，その定

義が研究者間で一致していないことが先行研究 4)で指摘

されている．たとえば「必要な情報の選択と行為の選択

的プログラムの保証，さらにそれらの経過に対して恒常

的なコントロールを保持すること 5)6)」，「意識的に1つの

対象や複雑な体験の 1 つのコンポーネントに精神的エネ

ルギーを集中し，他の感情的内容や思考的内容を排除す

ること 5)7)」などの定義が存在する． 
これらに対し認知リハビリテーション分野では，注意

を複数の機能を持つものとして捉えている．多くの研究

者は，注意が 3 要因または 4 要因から構成されると捉え

ているが，中でも Sohlberg らの分類 8)を参考にした先行

研究 9)10)は多く，各機能に対し標準化された検査方法の開

発が進んでいる．Sohlberg らは注意が Sustained attention
（一定時間集中して作業を継続する機能），Selective 
attention（不要な刺激を抑制し本来の標的に意識を向ける

機能），Alternating attention（複数の作業を交互に実施する

機能），Divided attention（複数の作業を同時に実施する機

能）といった 4 つの機能を持つとする概念を提案してい

る．これに基けば，1 つの概念を用いて注意の持つ様々

な機能を表現することが可能になると考えられる． 
注意の機能と運転挙動との関連性を扱った先行研究と

して，殿村ら 11)は被験者に課題に取り組んでもらい，そ

の間の注視位置を視線計測装置によって計測した．課題

とはランダムに配置された 1～25 までの数字を昇順に繋

いでいくものである．この課題取り組み時の視線移動パ

ターンに基づくと，Sustained attention やDivided attention
が低い人は，運転時に注意を向けなければならない方向

へ正しく向けられない可能性があると述べた．しかしこ

の研究においては走行データに基づいた分析を行ってい

ないため注意と運転挙動との関連性の推測にとどまり，

検証には至っていない．また角力山ら 12)は，被験者にド

ライビング・シミュレータ（以下，DS）を運転しながら

文章問題や音声課題に回答するよう求めた．これは
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Divided attention の働きが強く求められる状況と言える．

このような状況において課題の難易度に関わらず走行速

度の維持が困難になることを明らかにした．しかしこの

研究においては注意の機能が定量化されておらず，また，

文章問題や音声課題への対応で得られた結果は交通安全

対策へのフィードバックが難しいと考えられる． 
本研究では，先行研究の課題を踏まえ，まず注意の各

機能の定義と運転行動との関連性を推察した．ふらつき

を生じず，つまり走行位置を維持しながら走行し続ける

ことはSustained attention と関連性があると推察した．運

転中，標識の存在に気づき，目的地に到達するための情

報を標識から探し出す行動は Selective attention と関連性

があると推察した．突然の障害物の出現などに備え前方

を見つつ，周囲を確認するには複数の作業を同時に実施

する必要がある．ここで先行研究 13)では，前方を見つつ

周囲を確認できているか評価する指標として前方注視率

を用いている．よって前方注視率はDivided attention と関

連性があると推察した． 
上記の関連性を定量的に分析した先行研究は存在しな

いため，室内走行実験を実施し，模擬走行やヒアリング，

注意検査により取得したデータを用いて検証を行う．こ

れにより注意と運転挙動との関連性を理解するとともに，

交通安全対策への示唆を得ることを本研究の目的とした． 
 
２．室内走行実験 
 

2.1 実験概要 
 本研究では，2022 年 12 月 1日，同 2日，同 6日，同

8日，同9日，同13日，同15日，同16日の計8日間で，

30名の被験者に対し実験を行った．被験者として，普通

自動車免許を所有している 30～50代の男性 30名を一般

募集し，DSを用いた模擬走行を実施した．また走行後に

自身の走行に関するレビューに基づくヒアリングと注意

検査を行った． 
 

2.2 実験で用いたDS 
 本実験で用いる DS は，PC および液晶プロジェクタ，

多画面スクリーン，模擬運転台，音響装置から構成され

ている（図 1）．多画面スクリーンは，正面が 120inchi，
左右が 150inchi のスクリーンから構成されており，対応

するプロジェクタから前景，左景，右景の映像が投影さ

れる．さらに模擬運転台には，左右サイドミラーおよび

ルームミラーの役割を果たす液晶ディスプレイが設置さ

れており，後方風景の映像が映し出される． 
 ドライバーの操作，すなわちハンドルおよびアクセル，

ブレーキの使用量は，運転台により分解能1°（ハンドル

は左右それぞれ 160°，アクセル・ブレーキは 22°が最大
値）で検出され，1/66秒のフレームレートで PCへと送

信される．このアクセル・ブレーキの使用量に基づき計

算される加速度に，車両の走行地点における縦断勾配や

空気抵抗，コーナリング抵抗による加速度を加えること

により，車両の加速度が算出される． 
 そして，これらの入力情報から，車両の速度，位置，

進行方向が計算される．また，これに応じた映像が映し

出され，模擬運転台のスピーカーより走行音が再生され

る．この DS を用いた先行研究では，明かり部～トンネ

ル進入部での走行速度推移や心拍数，注視率の再現性が

高い 14)こと，-3.2%から+3.7%の勾配変化のサグ部を含む

区間において追従挙動を良好に再現する 15)ことなど，走

行結果の現況再現性が確認されている．なお，本実験で

は，車両は普通乗用車を想定し，運転者の視点高さを路

面から1.15mとしている． 
 

 
図1 DSの機器構成 

 

2.3 実験で用いた道路モデル 

 本実験では，注意と運転挙動との関連性を把握するた

めのデータを取得することを目的として，5 つの道路モ

デルを選定した． 
(1)中央道モデル 

中央自動車道（改良前），山陽自動車道，高松自動車道

の 3 つの区間を，道路構造令・高速道路設計要領に準拠

して設計した調整区間で結合した全長約 12km の道路モ

デルである（図2）．比較的長距離のモデルであり，走行

位置の維持とSustained attention との関連性を確認できる

のではないかと考え，選定した． 
 

 
図2 中央道モデルの線形図 
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(2)新東名モデル 

新東名高速道路下り線の新清水IC付近から新清水JCT
付近を再現した全長約11kmの道路モデルである（図3）．
91.060kp地点に図3 に示す標識が存在しており，標識の

視認・判読に関するデータを取得できると考え，選定し

た．なお，情報の量について若林ら 16)の定義した「chunk
（情報のグループ数）」を用い定量化する．板面に存在す

る単語を 1個の chunk とし，矢印は方向ごとに分けてそ

れぞれ 1個の chunk とする．また，地名の日本語表記と

英語表記をまとめて 1個の chunk とするため，この標識

の chunk は10個と算出できる． 
 

 

図3 新東名モデルの線形図 
 

(3)山陽道モデル 

 山陽自動車道上り線の播磨JCT周辺を再現した全長約

7km の道路モデルである（図 4）．25.16kp地点に図 4 に

示す標識が存在しており，新東名モデルと同様に標識の

視認・判読に関するデータを取得できると考え，選定し

た．なお，この標識の chunk は15個である． 
 

 

図4 山陽道モデルの線形図 
 

(4)東京外環モデル基本形 

 東京外かく環状道路（以下，東京外環）の中央 JCTの

F ランプ（東京外環本線北行きから中央自動車下り線へ

向かうランプ）周辺を再現した道路モデルである（以下，

外環基本）（図 5）．このモデルは先行研究 17)でも使用さ

れている．4.05～4.90kp を本線，5.10～0.00kp を分岐 1，
0.00～0.45kp をランプ 1，0.60～0.80kp を分岐 2，0.80～
0.95kp をランプ 2 とした．分岐部で正しい方向へ進める

よう標識や路面標示を確認する必要があるため，周囲の

確認が求められる状況における注視パターンに関するデ

ータを取得できると考え，選定した． 

 

図5 東京外環モデル基本形の線形図 
 

(5)東京外環モデル対策形 

 東京外環モデル基本形にカラー連携標示を導入した道

路モデルである（以下，外環対策）．ここでのカラー連携

標示とは，行き先ごとに異なる色で標識，路面およびト

ンネル壁面を着色する案内方策のことである（表1）．こ

のモデルも先行研究 17)で使用されている．外環基本と同

様に，周囲の確認が求められる状況における注視パター

ンに関するデータを取得する． 

 

表1 カラー連携標示を導入した案内標識の一例 

 
 

2.4 走行条件 

(1)走行順 

 被験者 1人に 5回走行を行ってもらった．走行回数に

よる注意の低下が特定のコースに偏らないよう，以下の

ように走行順を設定した（表2）． 
 

表2 走行順一覧 

 
 

(2)周辺車両条件 

 外環基本・外環対策においては，本線に自律走行する

周辺車両を配置し，運転中衝突しないように求めた．こ

第44回交通工学研究発表会論文集（研究論文）
（受理日：2024年5月10日）

- 212 -



れにより前方を見ながらも周囲を確認しなければならな

い状況を作った．具体的には追い越し車線に 90km/h で

走行し車間距離が80mとなる車列を配置した．第2走行

車線では自車両前方に85km/hで走行し車間距離が100m
となる車列を配置した．走行開始時の自車両と同一車線

前方の車両の車間は 100m とした．さらに第 2 走行車線

の自車両から 150m 後方には，自車両と衝突しないよう

に，速度が自車両と同じになるように設定した車両を配

置した（図6）． 
 

 

図6 実験開始時の周辺車両配置 
 

 中央道モデルにおいては，被験者が周辺車両の存在に

より走行位置を調整するなど，走行位置に影響が及ぶ可

能性を考え，周辺車両は配置しない． 
 また，新東名モデルと山陽道モデルにおいては，被験

者の意識が周辺車両に向けられ標識の視認・判読に影響

が及ぶ可能性を考え，周辺車両は配置しない． 
 

2.6 実験手順 

 被験者には，まず実験上の注意事項や個人情報の取り

扱いなどの重要事項を説明した．この重要事項への了承

を確認後，実験参加への同意書に記名，押印をしてもら

った．その後，DSの操作方法や実験の流れについて説明

を行った． 
 次に，DSの運転方法に慣れてもらうため，筆者らが過

去に制作した，実験走行で使用しない道路モデルを用い

て練習走行を 3回行った．1回目の練習走行は伊勢湾自

動車道上り線のみえ朝日 IC（18.472kp）からみえ川越 IC
周辺（11.620kp）を再現した道路モデルを用いた．走行中

に車線変更やブレーキ・アクセルワークの指示を出し，

それに従って走行してもらった．またこのとき普段運転

している車両と比較して，走行音量に違和感があれば調

整した．その後，カーブでの運転操作や感覚に慣れても

らうため，名神高速道路上り線から高槻 JCT で分岐し，

新名神高速道路下り線に向かうランプ周辺を再現した道

路モデルを用いて，2 回目の練習走行を行った．さらに

案内標識や路面標示から進むべき方向を判断することに

慣れてもらうため，阪和自動車道下り線の松原方面

（1.163kp）から美原 JCT周辺（9.080kp）を再現した道路

モデルを用いて 3回目の練習走行を行った．走行前に進

むべき方向の名称のみを伝え，具体的な進行方向は案内

標識や路面標示から，被験者自身に判断してもらう旨を

伝えた．練習走行終了後，換気を兼ねた休憩を約10 分と

った．その際，被験者には DS 運転座席から離れてもら

った． 
 休憩終了後，視線計測装置（Tobii Pro グラス3．以下，

アイトラッカー）を装着し，表2の走行順に従い走行を

5回実施した．外環基本・外環対策走行前に，「中央道甲

府」と書かれたフリップを提示し，向かってもらうよう

に教示した．方面に関しては案内標識や路面標示を参考

にでき，道を間違えてしまった場合は走行をやり直す場

合があることを教示した．また，走行速度の目安として

本線は制限速度が 80km/h となっていること，壁や周辺

車両に接触した場合は走行をやり直すことを教示し，こ

れら以外は普段通りの運転を心がけることを教示した．

中央道モデル走行前には，普段通りの運転を心がけるこ

とだけ教示した．中央道モデル走行終了後，約 5 分休憩

してもらった．新東名モデル・山陽道モデル走行前には，

走行速度を80km/hに保つように教示した（理由は2.7(2)
で後述）．また新東名モデル走行前には「第二東名天竜方

面」と書かれたフリップ，山陽道モデル走行前には「山

陽道神戸方面」と書かれたフリップを提示し，向かって

もらうように教示した．5 回の実験走行が終了した後，

アイトラッカーを外してもらった．そして，アイトラッ

カーで撮影した新東名モデル・山陽道モデルでの視線映

像を被験者に見てもらい，標識の視認・判読に関するヒ

アリングを行った（2.7(2)で後述）．その後，注意検査を

受けてもらった． 
 
2.7 取得データ 

(1)車両挙動データ 

 走行開始からの経過時間[s]，走行地点（kp）[km]，速
度[km/h]，車線中心からのずれ[m]（正値：進行方向右向

き，負値：進行方向左向き）をDS によって1/66秒ごと

に記録した．分析の際は，線形補完により 0.001kp ごと

のデータに変換した． 
(2)運転者挙動データ 
 アイトラッカーにより取得した視線座標データを用い

て注視対象物や，その注視時間を算出した．なお，先行

研究 18)19)を参考にして，注視とは視線停留時間 0.060s 以
上，眼球移動速度30deg/s 以下とした． 
 実験走行終了後，アイトラッカーで撮影した新東名モ

デル・山陽道モデルでの視線映像を見てもらい，「標識の

存在に気づいたタイミング」，「いずれかの文字が見えた

タイミング」，「行き先を理解したタイミング」を思い出

して答えてもらった．標識の存在に気づいたタイミング

における車両の位置から標識の位置までの距離を求める

ことで「視認点から標識までの距離」を算出し，文字が

見えたタイミングから行き先を理解したタイミングまで

に経過した時間を「判読に要した時間」とした（図 7）．
ここで，車両の速度によって標識の見え方が変わり，標
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識に気づきにくくなる可能性がある．また標識の判読に

要する時間は車両の速度に依存していると考えられる．

よって車両の速度による影響を排除するため，新東名モ

デル・山陽道モデル走行前に走行速度を 80km/h に保つ
ように教示した． 
 

 

図7 視認点から標識までの距離・判読に要した時間 
の算出方法 

 

2.8 注意検査 

三村ら 20)は日本高次脳機能障害学会が作成した標準注

意検査法 21)（Clinical Assessment for Attention．以下，CAT）
を用いて，Sustained attention，Selective attention，Divided 
attention を評価することができると述べている．本研究
ではCATに含まれる課題を用いて，Sustained attention，
Selective attention，Divided attentionを評価した． 
(1)反応時間課題，X課題 
反応時間課題では，PCの画面上に数字の「7」が1～2
秒の間のランダムな間隔で 80 回呈示される．被験者は
「7」が出現する度にできるだけ速くPCのキーを押すこ
とを求められる．正答率[%]（ターゲットの総出現回数に
対する正反応数の割合）や正反応の平均反応時間[ms]（「7」
が出現してからキーを押すまでにかかる時間の平均値）

といった測定値は PCにより自動算出される．X課題で
は，PC上に「1」～「9」までの数字が400回ランダムに
呈示される．呈示間隔は反応時間課題と同様である．「7」
は 80回出現するように設定されており，被験者は「7」
が出現する度にできるだけ速くキーを押すことを求めら

れる．測定する項目は反応時間課題と同様である．文献
21)に従い，反応時間課題・X課題の正答率[%]・平均反応
時間[ms]をSustained attentionの指標として用いた． 
(2)視覚性抹消課題 
複数の数字または平仮名の列の中からターゲットとな

る数字または平仮名をできるだけ速く見落としのないよ

うにチェックする課題である．1 つ目の課題のターゲッ
トは「3」，2つ目の課題のターゲットは「か」である．各
課題ともA3の用紙に数字または平仮名が6行52列で配
置されていて，1行に19個のターゲットが含まれている．
ターゲットの総数は 114個である．数字と平仮名の課題
の用紙を 1枚ずつ被験者に呈示し，1行目の左端から右

方向へ，続いてその下の行へ順次進んでもらい，開始か

ら終了までの所要時間[s]をストップウォッチで計測する．
また課題終了後，正答率[%]（ターゲットの総数に対する
正答数の割合）を算出する．文献 21)に従い，所要時間[s]
と正答率[%]をSelective attentionの指標として用いた． 
(3) Symbol Digit Modalities ， Paced Auditory Serial 
Addition Test 

Symbol Digit Modalities（以下，SDMT）は，9つの記号
と数字が記載された対応表をもとに，記号に対応する数

字を記入していく課題である．問題総数は110個であり，
制限時間90秒以内にできるだけ多く記入してもらう．課
題終了後，達成率[%]（問題総数に対する正答数の割合）
を算出する．Paced Auditory Serial Addition Test（以下，
PASAT）は，CD で連続的に聴覚呈示される 1 桁の数字
に対し，前後の数字を順次暗算で足し算していく課題で

ある．呈示間隔が 2秒のものと 1秒のものの 2種類が存
在する．課題終了後，正答率[%]（問題数に対する正答数
の割合）を算出する．文献 21)に従い，SDMTの達成率[%]
と PASAT2 秒条件・1 秒条件の正答率[%]を Divided 
attentionの指標として用いた． 
 
3．注意と運転挙動との関連性 

 

3.1 Sustained attentionと走行位置の維持との関連性 

 分析対象とした道路モデルは中央道モデルである．な

お，曲率半径が小さい区間では進行方向を見通そうとし

走行位置が変化してしまう可能性がある．本分析の目的

は注意と走行位置との関連性を把握することであるため，

そのような区間を含まず注意以外の要因を可能な限り排

除できる6.5～8.5kpを分析区間とする． 
走行位置の維持は，走行位置のばらつき，つまり標準

偏差で評価することとし，0.001kpごとの車線中心と車中
心間の距離の標準偏差[m]を算出した．この走行位置の標
準偏差と，被験者ごとの反応時間課題・X課題の正答率
および平均反応時間を用い，Pearsonの積率相関係数を算
出した． 
 

表3 反応時間課題・X課題の結果と 
走行位置の標準偏差との積率相関係数 

 
注）N = 30; **p < .01, †p < .10 

 
その結果，反応時間課題の正答率と走行位置の標準偏

差との間に有意な負の相関（r = -.469, p < .01），X課題の
正答率と走行位置の標準偏差との間に有意傾向のある負

の相関（r = -.339, p < .10）が見られた（表3）．よって反
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応時間課題・X 課題の正答率が低い，つまり Sustained 
attention が低いほど走行位置のばらつきが大きいことが

示された． 
 
3.2 Selective attentionと標識の視認・判読との関連性 

 分析対象とする道路モデルは新東名モデルと山陽道モ

デルである．ヒアリングによって取得した視認点から標

識までの距離・判読に要した時間と，視覚性抹消課題の

正答率および所要時間を用い，Pearsonの積率相関係数を

算出した．なお実験終了後，ヒアリングで取得したデー

タを確認すると，ID16，28が「文字が見えた」と答えた

タイミングでは明らかに標識を通り過ぎていた．被験者

が課題を誤解した，もしくは記録ミスの可能性があるた

め，この2名のデータは分析から除外する． 
 

表4 視覚性抹消課題「3」の結果と視認点から標識

までの距離・判読に要した時間との積率相関係数 

 
注）N = 28; **p < .01, *p < .05 

 
表5 視覚性抹消課題「か」の結果と視認点から標識

までの距離・判読に要した時間との積率相関係数 

 
注）N = 28 

 
 相関分析の結果，新東名モデルと山陽道モデルのどち

らにおいても，視覚性抹消課題「3」の所要時間と視認点

から標識までの距離との間に有意な負の相関（それぞれ

r = -.481, p < .01; r = -.439, p < .05）が見られた（表4）．よ

って視覚性抹消課題「3」の所要時間が長い，つまり

Selective attention が低い人ほど視認点から標識までの距

離が小さい（視認が遅い）ことが示された． 
また山陽道モデルにおいて，視覚性抹消課題「3」の所

要時間と判読に要した時間との間に有意な負の相関（r = 

-.400, p < .05）が見られた（表4）．これはSelective attention
が低いほど判読に要した時間が短いという関連性を示し

ている．しかし Selective attention の定義を踏まえると，

標的に意識を向ける機能が低いほど，標識内の地名など

の情報に意識を向けることに時間がかかると考えられる．

相関分析の結果はこのことと矛盾している．この原因と

して，Selective attention が低い人は標識の視認が遅れたこ

とにより，判読に十分な時間が確保できなかったことが

考えられる． 
そこでまず CAT のマニュアル 21)に記載されている視

覚性抹消課題「3」の所要時間[s]の年齢別平均値に標準偏

差を加えた値を基準値として設定した．そして基準値よ

り課題の所要時間が短い被験者 10人と長い被験者 18人
の群に分け比較を行った．参考にした値は，30代の平均

値 66.7 標準偏差 8.8，40代の平均値 68.6 標準偏差 8.7，
50代の平均値71.0 標準偏差9.4 である．課題の所要時間

が基準値より長い群は Selective attention が低い群と言い

換えることができる．平均値に標準偏差を加えたものを

基準値として設定したのは，明らかにSelective attentionが
低い被験者を抽出し群を作り，そうではない被験者の群

と比較することでそれぞれの群の特徴を把握するためで

ある． 
それぞれの群において標識の存在に気づいた地点，文

字が見えた地点，行き先を理解した地点の平均地点を算

出した．その結果，Selective attention が高い群は標識まで

約79mの地点で行き先を理解しており，Selective attention
が低い群は約62mの地点で行き先を理解していたことが

わかった（図8）． 
 

 

図8 Selective attentionが高い群と低い群における 
各段階での標識からの平均距離 

 

ここで，この実験で対象とした道路情報板の消失距離

𝑙𝑙!22)を式1によって求めた． 

𝒍𝒍𝒔𝒔 = 𝒉𝒉 ×
𝟏𝟏

𝐭𝐭𝐭𝐭𝐭𝐭𝐭𝐭°
(1) 

ここで，𝑙𝑙!：消失距離[m]，h：運転者の目線の位置から

道路情報板上端部までの高さ[m]である． 
道路情報板上端部の高さは8.3mであること，そして乗

車時の目線高さは 1.15m であることから，消失距離𝑙𝑙!は
59.9[m]と算出できる．Selective attention の低い群は標識

まで約62mの地点で行き先を理解していたことも踏まえ

ると，判読に余裕がなかったが，表示が視野から消え始

めるため，消失点付近で「行き先を理解した」と回答し

た可能性がある．このような，標識の視認と判読の傾向

を考慮して，ヒアリング方法の改良を行う必要がある． 
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3.3 Divided attentionと前方注視率との関連性 

先行研究 23)では前方注視率は式2のように定義されて
いる． 

𝑮𝑮	 = 	
𝒕𝒕𝒛𝒛
𝑻𝑻 × 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏

(2) 

ここで，G：前方注視率[%]，𝑡𝑡$：前方を注視していた
時間[s]，T：全注視時間[s]である． 
複数の作業を同時に実施する機能が高い人ほど，周囲

を比較的短時間で確認でき，結果として前方を見る時間

が長くなり，前方注視率が高くなると考えられる． 
前方注視率を算出するにあたり，本研究では注視対象

物を「前方」「右前方車両」「ルームミラー」「サイドミラ

ー（左）」「サイドミラー（右）」「路面標示」「路面」「標

識」「メーター」の 9種類に分け（図 9），前方の注視時
間を全対象物の注視時間で除し，前方注視率を算出する． 
 

 
図9 注視対象物のラベリング 

 
本研究の外環基本と外環対策ではランプ 1に進むため，
分岐 1までの区間において車線変更を行う必要があり，
それに付随して周囲の確認が行われることが予想される．

よって，走行開始から分岐 1までを分析区間とした．外
環基本と外環対策のどちらの道路モデルを先に走行する

かは被験者によって異なることと走行順やカラー連携標

示による影響を排除することを念頭に置き，式3で被験
者ごとの前方注視率を算出した． 

𝑮𝑮′ = 7
𝑻𝑻𝒇𝒇𝒇𝒇 + 𝑻𝑻𝒇𝒇𝒇𝒇
𝑻𝑻𝒂𝒂𝒂𝒂 + 𝑻𝑻𝒂𝒂𝒂𝒂

9 × 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 (3) 

ここで，𝐺𝐺′：本研究での前方注視率[%]，𝑇𝑇)*：1走行目
の前方注視時間[s]，𝑇𝑇)+：2走行目の前方注視時間[s]，𝑇𝑇,*：
1走行目の全対象物の注視時間[s]，𝑇𝑇,+：2走行目の全対
象物の注視時間[s]である． 

この前方注視率と SDMT の達成率，PASAT の正答率
を用いて，Pearsonの積率相関係数を算出した．なお，視
線座標データが計測されていなかった ID3，7 は分析か
ら除外する．計測ができていなかった原因として，アイ

トラッカーの不具合またはセッティングミスにより眼球

の動きを捉えられていなかった可能性が考えられる． 

表6 SDMT・PASATの結果と前方注視率との 
積率相関係数 

 
注）N = 28; **p < .01, *p < .05, †p < .10 

 
相関分析の結果，SDMTの達成率，PASAT2秒条件の
正答率，PASAT1 秒条件の正答率のいずれも前方注視率
との間に有意傾向のある正の相関（r = .324，p < .10）お
よび有意な正の相関（r = .515，p < .01; r = .435，p < .05）
が見られた（表6）．よってSDMTの達成率が低い，また
は PASATの正答率が低い，つまりDivided attentionが低
いほど前方注視率が低いことが示された． 
 
4．おわりに 

 本研究ではDSを用いた室内走行実験を実施し，注意
の機能と運転挙動との関連性の分析を試みた．以下に本

研究で得られた成果を示す． 
� 一定時間集中して作業を継続する機能である

Sustained attentionが低いほど走行位置のばらつきが
大きいことを示した． 

� 不要な刺激を抑制し本来の標的に意識を向ける機

能であるSelective attentionが低いほど標識の視認が
遅く，消失点直前で行き先を理解していたことを示

した． 
� 複数の作業を同時に実施する機能である Divided 

attention が低いほど前方注視率が低いことを示した． 
3.2で述べた通り，本実験の被験者でSelective attention
が平均と標準偏差を基に設定した基準を下回っていた人

は 28人中 18人であり，6割以上を占めていた．よって
Selective attention が相対的に低い人が一定割合存在する
ことを前提として，標識・情報板のデザインおよび配置

を見直す必要性が示唆される．しかし具体的なデザイン

および配置の提案には至っていないため，その検討が今

後の課題として挙げられる． 
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